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受益者向け
レ ポ ー ト

足下の投資環境と基準価額の状況について

情報提供資料
データ基準日：2023年6月30日

為替レート（対円）およびトルコの政策金利・5年国債利回りの推移

平素は弊社ファンドをご愛顧賜り、厚く御礼申し上げます。

本レポートでは、足下の投資環境とファンドの直近の基準価額の状況等についてご説明申し上げます。

今後も引き続き、弊社ファンドをご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

■ 上記は、過去の実績・状況または作成時点での見通し・分析であり、将来の市場環境の変動や運用状況・成果を示唆・保証するものではありません。

（期間：2023年3月31日～2023年6月30日）

足下の投資環境

(出所）Bloombergのデータを基に三菱ＵＦＪ国際投信作成

4月から5月のトルコ大統領選にかけて、事前の世論調査で大幅利上げを支持する野党統一候補のクルチダルオール氏が

優勢との報道がなされたことなどから、トルコ国債の利回りは上昇する一方で、日銀の金融政策修正期待の剥落などから、

円安・米ドル高が進行したため、トルコ・リラは対円では概ねレンジ圏で推移しました。

しかしながら、5月14日に実施された大統領選において、事前の世論調査での劣勢に反して、エルドアン大統領がクルチダル

オール氏を上回る得票率を獲得したものの過半数には届かずに、28日の決選投票で再選を果たしました。その過程で、クルチ

ダルオール氏が示唆していた大幅利上げの織り込みが剥落すると同時に、今後も金融緩和策が維持されるとの思惑が広がっ

たことや、同国の脆弱な国際収支構造への懸念が高まったことなどから、トルコ・リラは対円で下落しました。その後、エルドアン

大統領による新内閣の発表で財務相に任命されたシムシェキ氏が、伝統的な経済・金融政策決定への回帰を示唆し、トルコ

中央銀行が政策金利を8.5％から15％へ大幅に引上げたものの、市場予想を下回る引上げ幅だったことなどから、さらにトル

コ・リラは対円で下落する展開となりました。

ファンドの基準価額と騰落率

※基準価額（1万口当たり）は運用管理費用（信託報酬）控除後の値です。
※騰落率は分配金実績がある場合は分配金（課税前）を再投資したものとして計算しています。実際のファンドでは、課税条件によってお客さまごとの騰落率は
異なります。また、換金時の費用・税金等は考慮していません。

基準価額

（除く分配金）

2023/6/30時点

トルコ債券オープン（毎月決算型）為替ヘッジなし 1,146円 -21.3% -20.4%

ファンド名
騰落率
（1ヵ月）

騰落率
（3ヵ月）

・政策金利は、トルコ1週間物レポ金利

大統領選 決選投票
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■その他の留意点
・当ファンドでは、外国為替予約取引と類似する直物為替先渡取引（ＮＤＦ）を利用する場合があります。直物為替先渡取引（ＮＤＦ）の取引価格は、
外国為替予約取引とは異なり、需給や当該通貨に対する期待等により、金利差から理論上期待される水準とは大きく異なる場合があります。この
結果、基準価額の値動きは、実際の当該通貨の為替市場の値動きから想定されるものと大きく乖離する場合があります。

・当ファンドのお取引に関しては、クーリングオフ（金融商品取引法第37条の6の規定）の適用はありません。
・当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変した場合等に、
一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまうリスクがあります。これにより、
基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金のお支払が遅延する可能性があります。

【投資信託のリスクとお客さまにご負担いただく費用について】

投資リスク

■基準価額の変動要因
ファンドの基準価額は、組み入れている有価証券等の価格変動による影響を受けますが、これらの運用により信託財産に生じた損益はすべて
投資者のみなさまに帰属します。
したがって、投資者のみなさまの投資元本が保証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を割り込むことがあり
ます。
投資信託は預貯金と異なります。
ファンドの基準価額の変動要因として、主に以下のリスクがあります。

手続・手数料等

上記のリスクは主なリスクであり、これらに限定されるものではありません。

実質的にトルコ・リラ建資産（米ドル建等の資産については、原則として、実質的にトルコ・リラ建となるように為替取引を行
います。）に投資します。そのため、トルコ･リラが円に対して強く（円安に）なれば基準価額の上昇要因となり、弱く（円高
に）なれば基準価額の下落要因となります。

カントリー・
リスク

債券の発行国の政治や経済、社会情勢等の変化（カントリー・リスク）により金融・証券市場が混乱して、債券価格が大きく
変動する可能性があります。
新興国のカントリー・リスクとしては主に以下の点が挙げられます。
・先進国と比較して経済が一般的に脆弱であると考えられ、経済成長率やインフレ率等の経済状況が著しく変化する可能
  性があります。
・政治不安や社会不安、他国との外交関係の悪化により海外からの投資に対する規制導入等の可能性があります。
・海外との資金移動に関する規制導入等の可能性があります。
・先進国とは情報開示に係る制度や慣習等が異なる場合があります。
この結果、新興国債券への投資が著しく悪影響を受ける可能性があります。

金利変動
リスク

信用リスク
（デフォルト・

リスク）

投資している債券の発行通貨の金利水準が上昇（低下）した場合には、一般的に債券価格は下落（上昇）し、基準価額の
変動要因となります。また、組入債券の残存期間や利率等も価格変動に影響を与えます。例えば、金利水準の低下を見
込んで残存期間が長い債券の組入比率を大きくしている場合等には、金利変動に対する債券価格の感応度が高くなり、
当ファンドの基準価額の変動は大きくなります。

為替変動
リスク

発行体の債務返済能力等の変化等による格付け（信用度）の変更や変更の可能性等により債券価格が大きく変動し、当
ファンドの基準価額も大きく変動する場合があります。また、投資している有価証券等の発行会社の倒産、財務状況また
は信用状況の悪化等の影響により、当ファンドの基準価額は下落し、損失を被ることがあります。一般的に、新興国の債
券は、先進国の債券と比較して、デフォルト（債務不履行および支払遅延）が生じるリスクが高いと考えられます。デフォル
トが生じた場合または予想される場合には、債券価格は大きく下落する可能性があります。なお、このような場合には、流
動性が大幅に低下し、機動的な売買が行えないことがあります。

流動性
リスク

有価証券等を売却あるいは購入しようとする際に、買い需要がなく売却不可能、あるいは売り供給がなく購入不可能等と
なるリスクのことをいいます。例えば、市況動向や有価証券等の流通量等の状況、あるいは当ファンドの解約金額の規模
によっては、組入有価証券等を市場実勢より低い価格で売却しなければならないケースが考えられ、この場合には当ファ
ンドの基準価額の下落要因となります。一般的に、新興国の債券は、先進国の債券と比較して市場規模や証券取引量が
小さく、投資環境によっては機動的な売買が行えないことがあります。社債は、国債と比較して市場規模が小さく流動性が
低い傾向にあるため、投資環境によっては機動的な売買が行えないことがあります。

■ファンドの費用

お客さまが直接的に負担する費用

購入時手数料
購入価額に対して、上限3.30％（税抜 3.00％） （販売会社が定めます）

（購入される販売会社により異なります。くわしくは、販売会社にご確認ください。）

信託財産留保額 ありません。

お客さまが信託財産で間接的に負担する費用

運用管理費用

（信託報酬）
   日々の純資産総額に対して、年率1.3090％（税抜 年率1.1900％） をかけた額

その他の費用・

手数料

監査法人に支払われる各ファンドの監査費用・有価証券等の売買時に取引した証券会社等に支払われる手数料・有価証券等を

海外で保管する場合、海外の保管機関に支払われる費用・その他信託事務の処理にかかる諸費用等についても各ファンドが負

担します。

※上記の費用・手数料については、売買条件等により異なるため、あらかじめ金額または上限額等を記載することはできません。

※運用管理費用（信託報酬）および監査費用は、日々計上され、各ファンドの基準価額に反映されます。毎決算時または償還時に各ファンドから

   支払われます。

※上記の費用（手数料等）については、保有金額または保有期間等により異なるため、あらかじめ合計額等を記載することはできません。なお、各

   ファンドが負担する費用（手数料等）の支払い実績は、交付運用報告書に開示されていますのでご参照ください。
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【本資料のご利用にあたっての注意事項等】

■本資料は、受益者の皆さまに運用状況をご報告するために三菱ＵＦＪ国際投信が作成した資料であり、金融商品取引法に基づく開示資料ではありません。
本資料は投資勧誘を目的とするものではありません。

■投資信託は、預金等や保険契約とは異なり、預金保険機構、保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。銀行等の登録金融機関でご購入いた
だいた投資信託は、投資者保護基金の補償の対象ではありません。

■投資信託は、販売会社がお申込みの取扱いを行い委託会社が運用を行います。

■本資料の内容は作成時点のものであり、将来予告なく変更されることがあります。

■本資料は信頼できると判断した情報等に基づき作成しておりますが、その正確性・完全性等を保証するものではありません。

■投資信託をご購入の場合は、販売会社よりお渡しする最新の投資信託説明書（交付目論見書）の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

■クローズド期間のある投資信託は、クローズド期間中は換金の請求を受け付けることができませんのでご留意ください。

■設定・運用は■投資信託説明書（交付目論見書）の
ご請求・お申込みは

※2023年10月１日より商号を三菱ＵＦＪアセットマネジメント株式会社に変更します。


